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都市公園の設置や管理については，他の公共施設と同様に安全性等の観点から技術基準が定められているが，こうした

技術基準等において景観への配慮がどのように位置付けられているのか，その考え方や具体的内容の整理を行った．その

結果，都市公園に係わる技術基準は都市公園の配置及び規模に関する基準，公園施設の構造等に関する基準として定性的

規定だけでなく定量的規定も設けられてきたこと，制度創設当初から景観形成が事業の本来目的として認識されてきたも

のの基準として示されたのはごく一部に限られていること，近年の制度改正に対応して基準に関連する指針やガイドライ

ンの内容も変化していること等が分かった． 
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１．はじめに 

 

国土交通省は，平成15（2003）年7月に策定した「美

しい国づくり政策大綱」において，美しい国づくりのた

めの具体的な施策の一つに「公共事業の技術基準や事業

採択基準などに景観への配慮を織り込み原則化する」こ

とや「分野ごとの景観形成ガイドラインを策定する」こ

とを掲げており，同大綱の策定以降，景観への配慮に関

する事項の技術基準等への位置づけ，事業分野毎の景観

形成ガイドラインの策定等の取組みが行われてきている． 

しかし，技術基準にどのように景観への配慮が位置付

けられ，公共事業の景観形成にどのように影響している

かについては，犬飼ほか

1)

が分野横断的な整理を行ってい

るものの，各技術基準が策定された背景・経緯，法的拘

束力を持たないガイドラインや指針等の内容についてま

で踏み込んだ分析は今後の課題とされている．また，本

稿で対象とする都市公園については，その制度の歴史的

経緯について取りまとめる研究は数多く行われ

2)3)4)5)など

，

その中で，都市公園法（昭和31 年法律第 79 号）で定め

られた基準について「公園のデザイン質を問うことはし

なかったので，空間質の向上への力にはならなかったよ

うに思われる」との指摘もある

6)

 が，技術基準の全体像

とその経緯について景観の観点から分析を行った研究は，

ほとんど見られない． 

本稿では，都市公園に係わる技術基準等について，策

定・改正の経緯を含めて全体像を整理し，景観がどのよ

うに位置づけられてきたかを分析することを目的とする． 

 

 

２．都市公園に関する技術基準等の体系 

 

犬飼ほか

1)

は，土木構造物に係わる技術基準等につい

て，道路を例として，国が定めているものかどうか，法

令に基づくものかどうか，法的拘束力を持つかどうかと

いう観点から体系的に整理している．本稿においても，

これを参考に，現在の都市公園に係わる技術基準等の区

分を整理した（図1）．本稿では，図1で示した区分のう

ち，法的拘束力を持つ法律，政令，省令に加えて，法的

拘束力を持たない通知（指針やガイドライン等）につい

ても，国が定めるものは都市公園に係わる技術基準の背

景や考え方を示すものとして整理する． 

なお，都市公園とは，都市公園法の対象となるいわゆ

る営造物制の公園又は緑地であり，国立公園や国定公園

といったいわゆる地域制の自然公園，主に民間が設置す

る遊園地や広場等を対象としていない． 



 

 

 

 

都市公園法の目的は，「都市公園の設置及び管理に関

する基準等を定めて，都市公園の健全な発達を図り，も

つて公共の福祉の増進に資すること」とされており，実

際に，3つの項目について「基準」が定められている．3

つの項目とは，都市公園の設置基準（法第3条），公園

施設の設置基準（法第4条），占用物件に関する基準（法

第7条）であり，それぞれの条文の規定に基づき，政令

や省令で詳細な基準が定められ，基準の趣旨や運用にあ

たっての考え方が通知等において定められている（図2）． 

なお，図2以外に，近年，立体都市公園の設置基準や，

バリアフリー法に基づく都市公園移動等円滑化基準が，

公園施設の構造に関する技術基準に追加されている． 
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・都市公園法

・都市公園法施行令

・都市公園法施行規則

・移動等円滑化のために必要な特定公園

施設の設置に関する基準を定める省令

（都市公園移動等円滑化基準）

・都市公園技術標準

・都市公園法運用指針

・都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン

・景観形成ガイドライン「都市整備に関する事業」 等

・都市公園技術標準解説書

・みんなのための公園づくり

（都市公園の移動等円滑化整備ガイドラインの解説）

等

図-1 都市公園に係わる技術基準等の区分 

図-2 都市公園に係わる技術基準等の内容 

（都市公園の設置基準）（都市公園の設置基準）（都市公園の設置基準）（都市公園の設置基準）

第三条第三条第三条第三条 地方公共団体が都市公園を設置する場合

においては，政令で定める都市公園の配置及び規

模に関する技術的基準を参酌して条例で定める基

準に適合するように行うものとする．

２２２２ 都市緑地法 第4条第1項 に規定する基本計画

（地方公共団体の設置に係る都市公園の整備の方

針が定められているものに限る．）が定められた市町

村の区域内において地方公共団体が都 市公園を設

置する場合においては，当該都市公園の設置は，前

項に定めるもののほか，当該基本計画に即して行う

よう努めるものとする．

３３３３ （略）

（公園施設の設置基準）（公園施設の設置基準）（公園施設の設置基準）（公園施設の設置基準）

第四条第四条第四条第四条 一の都市公園に公園施設として設けられ

る建築物の建築面積の総計の当該都市公園の敷地

面積に対する割合は，百分の二を参酌して当該都市

公園を設置する地方公共団体の条例で定める割合

（国の設置に係る都市公園にあっては，百分の二）を

超えてはならない．ただし，動物園を設ける場合その

他政令で定める特別の場合においては，（中略）これ

を超えることができる．

２２２２ 前項に規定するもののほか，公園施設の設置に

関する基準については，政令で定める．

（都市公園の占用の許可）（都市公園の占用の許可）（都市公園の占用の許可）（都市公園の占用の許可）

第六条第六条第六条第六条 都市公園に公園施設以外の工作物その他

の物件又は施設を設けて都市公園を占用しようとす

るときは，公園管理者の許可を受けなければならな

い．

２～４２～４２～４２～４ （略）

第七条第七条第七条第七条 公園管理者は，前条第一項又は第三項の

許可の申請に係る工作物その他の物件又は施設が

次の各号に掲げるものに該当し，都市公園の占用が

公衆のその利用に 著しい支障を及ぼさず，かつ，必

要やむを得ないと認められるものであつて，政令で

定める技術的基準に適合する場合に限り，前条第一

項又は第三項の許可を与 えることができる．

一～七一～七一～七一～七 （略）

（地方公共団体が設置する都市公園の配置及び規（地方公共団体が設置する都市公園の配置及び規（地方公共団体が設置する都市公園の配置及び規（地方公共団体が設置する都市公園の配置及び規

模の基準）模の基準）模の基準）模の基準）

第二条第二条第二条第二条 地方公共団体が次に掲げる都市公園を設

置する場合においては，それぞれその特質に応じて

当該市町村又は都道府県における都市公園の分布

の均衡を図り，かつ，防火，避難等災害の防止に資

するよう考慮するほか，次に掲げるところによりその配

置及び規模を定めるものとする．

一一一一 主として街区内に居住する者の利用に供するこ

とを目的とする都市公園は，街区内に居住する者が

容易に利用することができるように配置し，その敷地

面積は，0.25ヘクタールを標準として定めること．

二二二二 ～～～～ 四四四四 （略）

２２２２ 地方公共団体が，主として公害又は災害を防止

することを目的とする緩衝地帯としての都市公園（中

略）等前項各号に掲げる都市公園以外の都市公園

を設置する場合においては，それぞれその設置目的

に応じて都市公園としての機能を十分発揮すること

ができるように配置し，及びその敷地面積を定めるも

のとする．

（公園施設の建築面積の基準の特例が認められる特（公園施設の建築面積の基準の特例が認められる特（公園施設の建築面積の基準の特例が認められる特（公園施設の建築面積の基準の特例が認められる特

別の場合等）別の場合等）別の場合等）別の場合等）

第六条第六条第六条第六条 法第四条第一項 ただし書の政令で定める

特別の場合は，次に掲げる場合とする．

一～四一～四一～四一～四 （略）

２～６２～６２～６２～６ （略）

（公園施設の構造）（公園施設の構造）（公園施設の構造）（公園施設の構造）

第七条第七条第七条第七条 公園施設は，安全上及び衛生上必要な構

造を有するものとしなければならない．

（公園施設に関する制限等）（公園施設に関する制限等）（公園施設に関する制限等）（公園施設に関する制限等）

第八条第八条第八条第八条 一の都市公園に設ける運動施設の敷地面

積の総計は，当該都市公園の敷地面積の百分の五

十をこえてはならない．

２～４２～４２～４２～４ （略）

５５５５ その利用に伴い危害を及ぼすおそれがあると認

められる公園施設については，さくその他危害を防

止するために必要な施設を設けなければならない．

６６６６ 都市公園において保安上必要と認められる場所

には，照明施設を設けなければならない．

（占用物件の外観，構造等）（占用物件の外観，構造等）（占用物件の外観，構造等）（占用物件の外観，構造等）

第十五条第十五条第十五条第十五条 占用物件の外観及び配置は，できる限り

都市公園の風致及び美観その他都市公園としての

機能を害しないものとしなければならない．

２２２２ 地上に設ける占用物件の構造は，倒壊，落下等

を防止する措置を講ずる等公園施設の保全又は公

衆の都市公園の利用に支障を及ぼさないものとしな

ければならない．

３３３３ （略）

（占用に関する制限）

第十六条第十六条第十六条第十六条 都市公園の占用については，次に掲げ

るところによらなければならない．

一一一一 電線は，やむを得ない場合を除き，地下に設け

ること．

二～六二～六二～六二～六 （略）

七七七七 変圧塔を設ける場合においては，当該都市公園

は，5ヘクタール以上の敷地面積を有するものである

こと．

八～十八～十八～十八～十 （略）
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都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）

１．都市公園の設置基準について１．都市公園の設置基準について１．都市公園の設置基準について１．都市公園の設置基準について

（２）運用にあたっての基本的な考え方（２）運用にあたっての基本的な考え方（２）運用にあたっての基本的な考え方（２）運用にあたっての基本的な考え方

③地方公共団体が設置する都市公園の配置及び③地方公共団体が設置する都市公園の配置及び③地方公共団体が設置する都市公園の配置及び③地方公共団体が設置する都市公園の配置及び

規模の基準について規模の基準について規模の基準について規模の基準について

（中略）

また，都市公園は，良好な都市景観の形成，

ヒートアイランド現象の緩和等の都市環境の改善，

生物多様性の確保等の諸機能を有し，かつ永

続性の高い施設緑地であることから，地域にお

ける緑地の状況を踏まえつつ，これらの機能が

効果的に発揮されるようにするための拠点等とし

て配置することが望ましい．

等

都市公園技術標準（抜粋）都市公園技術標準（抜粋）都市公園技術標準（抜粋）都市公園技術標準（抜粋）

1.4.2 1.4.2 1.4.2 1.4.2 擁壁擁壁擁壁擁壁

都市公園における擁壁は，用地の有効利用，地

割り，防災等を図るための施設であるとともに，公

園景観を形成する施設でもある．従って，その施

設設計に当っては，機能性とともに景観に及ぼす

影響を慎重に考え，配置，規模，構造，材料，形

態等を決定する．

擁壁の構造を選定するに当たっては，地形，地

質等現場の状況を十分考慮する．

等

都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）都市公園法運用指針（抜粋）

７．占用物件に関する制限について７．占用物件に関する制限について７．占用物件に関する制限について７．占用物件に関する制限について

都市公園においては，公園施設以外の施設は

都市公園の効用を増進することはないため，これら

をなるべく設けるべきではないことから，法及び施

行令は占用物件として都市公園に設けることので

きる施設を限定的に規定している（以下，略）

等



 

 

３．都市公園に関する技術基準等の策定経緯と景観の

位置づけの把握 

 

２．の整理に応じて，都市公園法成立以前のものも含

めて，都市公園に係わる技術基準等の主な策定経緯を整

理した（表１）．ただし，公園管理者が主体的にデザイ

ンできない占用物件に関する基準については省略した．  

我が国の都市公園制度は，明治6（1873）年の太政官布

達第16号がはじまりであり，同布達では，江戸期の施策

を継承し，東京・大阪・京都のような大都市をはじめと

した人々が集まる繁華地であって，古来の景勝地や旧跡

など，それまで一般民衆が遊楽観賞していた場所を新時

代においても保全・発展させることとされた

7)

．その後，

東京市区改正設計や震災復興事業等により公園整備が図

られ，大正8(1919)年には都市計画法において公園が都市

計画施設として位置づけられたが，公園に係わる技術基

準を国が明確に示したのは，昭和8（1933）年の公園計画

標準が初めてである． 

戦後，昭和21（1946）年には戦災復興のために緑地計

画標準が，昭和26（1951）年には非公園的施設による貴

重な公園地の浸食を防止するために公園施設基準が定め

られ，昭和31（1956）年5月に，我が国初めての公園に

関する公物管理法である都市公園法が成立し，都市公園

に係わる技術基準等が一元的に整理された．表 1 には，

都市公園法成立以前に国が示していた技術基準から，都

市公園法における技術基準を経て，近年の法令等改正ま

での流れを整理している．以下，表 1 に基づき，都市公

園に関する技術基準等の策定経緯について，景観の位置

づけという観点から分析した． 

 

（1）都市公園の配置及び規模に関する基準 

都市公園の配置及び規模に関する基準について，太

政官布達第16号では，「群衆遊観の地」であって「高

外除地」であるものについて，公園として指定するこ

ととされている．この布達の趣旨については，地租改

正事業を背景として社寺境内などに地目を与える必

要があったからだとの解釈もある

4)

が，公園の配置に

ついて，はじめて，物見遊山と既存の景勝地の保持と

いう考え方を示した

8)

ことは確かである． 

公園計画標準においては，普通公園（遊戯，運動，

鑑賞又は教化等の用に供するもの）や自然公園（主と

して自然の風光に接するの用に供するもの）など，公

園種別が細かく定義され，それぞれの標準面積，誘致

距離，配置等に関する基準が定められた．ただし，同

時期に設置された東京緑地計画協議会においては，緑

地という言葉は，市民の保健，休養，慰安，体育等に

資する市内の公園や緑地という空地的な意味と，自然

の景勝風致を維持する郊外の緑地という二つの意味

を持っており，後者については，地域性の公園や都市

計画法の風致地区の対象と考えられていた

9)

ことから，

公園計画標準の対象は，空地的な意味合いの強い市内

の公園や緑地であったと考えられる． 

昭和31（1956）年の都市公園法における公園種別に

ついては，公園計画標準と公園名こそ異なるものの考

え方は変わっておらず

10)

，その後も，当初の考え方を

ベースとして改正が行われてきた．景観という観点が

明確に示されているものとしては，昭和51（1976）年

には，建設省都市局長通達（昭和51 年 10月 21 日建

設省都公緑発第147号）において，「都市の自然的環

境の保全・改善及び都市景観の向上の用に供すること

を目的する都市公園」として「都市緑地」が，平成

5(1993)年には，政令において「主として市街地の中

心部における休息または観賞の用に供することを目

的とする都市公園」として「広場公園」が追加された．  

一方，平成16(2008)年の都市公園法改正においては，

緑の基本計画（都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）

第 4 条第 1 項に規定される計画）が定められた場合，

都市公園の設置にあたって当該基本計画に即して行

うこととされ，国が定める都市公園という施設の配置

や規模に関する一律の基準だけではなく，市町村が地

域の状況に即して定める緑地の保全・整備に関する総

合的な計画に基づき整備を進めることが制度化され

た．都市緑地法運用指針（平成16 年 12月 17 日国都

公緑第150号）においては，緑の基本計画を検討する

にあたって考慮すべき緑地の機能として，環境保全，

レクリエーション，防災及び都市景観形成の4点が明

記されており，これ以降，風致の享受を目的とする風

致公園や，都市景観の向上を目的とする都市緑地など

に限らず，都市公園の配置及び規模を検討するにあた

り，景観に配慮することが一般化されたものと言える． 



 

 

 

（2）公園施設の構造等に関する基準 

 公園施設の構造等について都市公園法成立以前に

示されていた基準は，昭和26（1951）年の公園施設基

準のみである．この基準は，公園が公園目的以外の施

設によって浸食されることを防止することを大きな

目的とし，公園の施設として認められるものを限定的

に列挙したものであるが，苑地としての本質を失って

はならないとの考え方から，公園施設の構造等に関す

る基準として，許容建築面積に関する制限（建ペイ率

基準）と，公園面積に対する施設面積の割合に関する

制限が設けられている

11)

． 

都市公園の建ペイ率基準に関しては，景観という観

点が明示されてわけではないが，昭和40(1965)年の政

令改正時には，局長通達（昭和40 年 5月 4日建設都

発第 60 号）により，建築ペイ率基準の特例を適用す

るにあたっては「建築物の外観及び配置」を十分検討

して判断すべきことが示されており，建ペイ率基準が

都市公園における景観形成に資する基準の一つであ

ると考えられていたことがわかる． 

また，個別の施設の構造について，施行令において

は「安全」と「衛生」という２つの観点しか盛り込ま

れていないが，都市公園法の逐条解説においては「公

園施設は，それ自体として美しく，かつ，環境の美観

風致を増進し，または少なくともこれと調和しなけれ

ばならないこと，公園利用者の利用に便利な構造を有

しなければならないことは，それが公園施設である以

上当然なことであるから，あえて政令にうたうことを

しなかった」旨，解説されている

12)

．同様の考え方は，

昭和51(1976)年の局長通達（昭和51年10月21日建

設省都公緑発第147号）において，都市公園全般の設

計指針として，「美的な景観が形成されるよう努める」

という観点が明記されており，昭和 53 年 1 月以降に

順次策定された都市公園技術標準（案）においても，

各種施設の設計に関する留意事項として景観への配

慮が位置づけられている

13)

． 

一方，平成16（2004）年の景観法において創設され

た景観重要公共施設制度の対象には都市公園も含ま

れており，地方公共団体が景観計画に景観重要公共施

設として都市公園を位置づけた場合には，景観計画に

即した整備や占用許可を行うことが義務付けられる

こととなった． 

 

（3）近年の基準改正への対応状況 

（1）及び（2）で整理した各基準については，時代

背景に応じて，各種の改正が行われてきているが，基

本的には，公園施設に関する制限の緩和，建ペイ率基

準の緩和や特例の追加といった，基準の緩和の方向で

あり，平成23（2011）年には，第２次一括法（地域の

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律（平成 23 年法律

第105号））として都市公園法の改正が行われ，各種

基準を地方公共団体が条例で定めることとされた． 

このような流れの中で，景観形成ガイドライン「都

市整備に関する事業」（平成 23 年 6 月）や，都市公

園法運用指針第2版（平成24 年 4月），都市公園移

動等円滑整備ガイドライン改訂版（平成 24 年 3 月）

など，近年，国から示されたガイドラインや指針にお

いては，個別の公園施設の設計における留意事項とし

て示すことに加えて，景観形成が都市公園事業の本来

目的の一つであることが改めて強調されている． 

 

 

４．考察 

 

土木構造物等に限らず，その敷地も含めて公園全体が

景観を形成していることを考えると，都市公園の配置や

規模に関する基準，公園施設の建ペイ率基準など，都市

公園に関わる技術基準には，景観に影響を与える基準は

数多く，定量的な基準も少なくないことがわかる． 

その中で，都市公園の配置及び規模に関する基準にお

ける景観への配慮の位置づけについては，太政官布達第

16 号における物見遊山と既存の景勝地の保持という考え

方から始まったものの，空地的機能を重視した都市計画

施設としての基準や都市公園法に基づく基準となってか

らは，風致公園など特定の公園に関する基準のみに景観

形成の観点が定性的に位置づけられてきた．また，公園

施設の構造等については，都市公園法制定当初より，景

観に配慮して当然という認識が明らかであるものの，景

観の観点を含む基準は建ペイ率基準のみで，景観に配慮



 

 

した設計を行う必要性や各種施設に関する留意事項は法

的拘束力のない通知として定性的に示されてきた．都市

公園に係わる制度創設当初より景観形成が都市公園の本

来目的となっているものの，都市公園の潰廃が大きな課

題となり，その量的拡大が第一の目的であった都市公園

法制定当時の状況等を反映して法令では最低限の基準し

か示してこなかったものと考えられる． 

その後，平成16年の景観緑三法により，都市公園の配

置及び規模については，緑の基本計画に基づく景観への

配慮が一般化され，都市公園の構造等に関する基準や占

用許可に関する基準については，地方公共団体が景観計

画に定めることが制度化された．さらに現在では建ペイ

率基準等の多くが条例に委任され，地域の状況に即した

基準策定が可能となっている．近年のガイドラインや指

針で景観形成が都市公園の本来目的であることが改めて

強調されているのは，自由度の増した公園計画設計のプ

ロセスにおいて，従来建ペイ率基準等で担保してきた景

観に関する最低限の配慮を引き続き確保すべきという考

えに基づくものと思われるが，これらの通知の効果や制

度の活用状況については検証が必要である． 

 

 

５．まとめ 

 

本稿では，都市公園に係わる技術基準等の全体像を整

理し，景観の位置づけという観点から時系列的に分析を

行うことにより，都市公園の配置や規模，公園施設の構

造等に関する基準が定量的基準も含めて設けられてきた

こと，また，背景には景観形成が都市公園の本来目的で

あるという考え方があったものの基準としてほとんど示

されてこなかったことを明らかにすることができた． 

また，地方公共団体自らが技術基準を策定することが

制度化されている現在においては，ガイドラインや指針

で，景観形成への配慮が原則であることを強調するよう

になっていることがわかった． 

公園施設基準の作成に携わった長松は，「公園に対す

る一般の認識が高まれば，このような基準は地方公共団

体が，その実情に応じて定め実施すべきものであると思

う．」と述べており

11)

，第２次一括法における改正を機

に，地方公共団体の創意工夫に基づく基準により良好な

都市公園の景観形成が推進されることが期待される． 

本研究については，今後地方公共団体が行う基準策定

等に資するよう，これまで規定されてきた具体の技術基

準等がどのように都市公園における景観形成に影響を与

えたのか，都市公園における現在の景観の課題を踏まえ

どのような基準が必要であるか等について事例分析を行

っていく必要がある． 
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（
以
下
，
略
）

昭
和
5
1
年

（
1
9
7
6
年
）

都
市
公
園
法

改
正

○
国
が
設
置
す
る
都
市
公
園
に
関
す
る
規
定
を
追
加

○
地
方
公
共
団
体
が
設
置
す
る
都
市
公
園
の
種
別
を
追
加

・
近
隣
公
園
：
標
準
誘
致
距
離
1
k
m
，
標
準
面
積
4
h
a

・
緩
衝
緑
地
，
風
致
公
園
等
の
特
殊
公
園
：
そ
れ
ぞ
れ
の
利
用
目
的
に
応
じ
て
，
配
置
し
，
面
積
を

定
め
る

平
成
5
年

（
1
9
9
3
年
）

都
市
公
園
法
施
行
令

改
正

○
児
童
公
園
を
街
区
公
園
に
，
名
称
・
内
容
を
変
更

○
公
園
種
別
に
，
都
市
林
，
広
場
公
園
を
追
加

○
建
ペ
イ
率
の
特
例
の
対
象
を
拡
大

・
す
べ
て
の
教
養
施
設

・
屋
根
付
き
広
場
等
，
高
い
開
放
性
を
有
す
る
建
築
物

○
建
ペ
イ
率
の
特
例
の
範
囲
を
５
％
か
ら
１
０
％
に
拡
大

○
特
例
が
適
用
さ
れ
る
公
園
に
関
す
る
4
h
a
以
上
と
い
う
制
限
を
廃
止

○
売
店
又
は
飲
食
店
に
関
す
る
，
外
周
に
接
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
制
限
を
廃
止

平
成
1
5
年

（
2
0
0
3
年
）

都
市
公
園
法
施
行
令

改
正

○
住
区
基
幹
公
園
（
街
区
公
園
，
近
隣
公
園
，
地
区
公
園
）
に
関
す
る
標
準
誘
致
距
離
の
規
定
を

廃
止

平
成
1
6
年

（
2
0
0
4
年
）

都
市
公
園
法

改
正

景
観
法
成
立

（
景
観
緑
三
法
）

○
緑
の
基
本
計
画
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
は
，
各
種
標
準
に
基
づ
く
と
と
も
に
，
緑
の
基
本
計
画

に
も
適
合
す
る
こ
と
と
し
た

○
建
ペ
イ
率
の
特
例
の
対
象
を
拡
大

・
災
害
応
急
対
策
施
設

・
国
指
定
文
化
財
等
の
歴
史
的
建
造
物
，
景
観
重
要
建
造
物
等

○
地
方
公
共
団
体
が
景
観
計
画
に
景
観
重
要
公
共
施
設
と
し
て
都
市
公
園
を
位
置
づ
け
た
場
合
に

は
、
景
観
計
画
に
即
し
た
整
備
や
占
用
許
可
を
行
う
こ
と
が
義
務
付
け

景
観
形
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
「
都
市
整
備
に
関
す
る
事
業
」
（
H
2
3
.
6
通
知
）

４
－
１
－
１
　
都
市
公
園
に
お
け
る
景
観
形
成
の
意
義

　
わ
が
国
の
都
市
公
園
は
，
明
治
６
年
の
太
政
官
布
達
に
よ
り
，
江
戸
時
代
の
花
の
名
所
や
社
寺

の
境
内
な
ど
人
が
集
い
，
自
然
を
楽
し
ん
だ
場
を
公
園
と
し
て
定
め
た
こ
と
に
始
ま
る
．
現
代
の
都
市

公
園
に
お
い
て
も
（
中
略
）
良
好
な
景
観
形
成
は
都
市
公
園
事
業
の
本
来
の
目
的
で
あ
る
．
（
以

下
，
略
）

平
成
1
8
年

（
2
0
0
6
年
）

都
市
公
園
移
動
等

円
滑
化
基
準

○
園
路
及
び
広
場
，
駐
車
場
，
便
所
な
ど
１
２
の
公
園
施
設
に
つ
い
て
，
新
設
，
改
築
時
に
，
移
動

等
円
滑
化
基
準
へ
の
適
合
が
義
務
化
さ
れ
た
．

例
）
園
路
の
勾
配
：
５
％
未
満
（
や
む
を
得
な
い
場
合
８
％
未
満
）

都
市
公
園
移
動
等
円
滑
化
整
備
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
H
2
0
.
1
通
知
，
H
2
4
.
3
改
訂
）

　
一
方
，
都
市
公
園
の
機
能
と
し
て
は
，
良
好
な
都
市
景
観
の
形
成
，
都
市
環
境
の
改
善
，
生
物
多

様
性
の
確
保
等
も
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
（
中
略
）
場
合
に
よ
っ
て
は
「
都
市
公
園
移
動
等
円
滑
化

基
準
」
に
即
し
た
施
設
整
備
を
行
う
代
わ
り
に
，
代
替
と
な
る
施
設
整
備
や
人
的
な
利
用
支
援
や
情

報
提
供
の
充
実
等
に
よ
っ
て
対
応
す
る
こ
と
も
含
め
て
，
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
．

平
成
2
3
年

（
2
0
1
1
年
）

都
市
公
園
法

改
正

（
地
域
主
権
改
革
）

○
国
が
示
す
基
準
を
参
酌
し
て
，
地
方
公
共
団
体
が
条
例
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
た

○
建
ペ
イ
率
及
び
特
例
の
範
囲
（
特
例
の
対
象
は
除
く
）
に
つ
い
て
は
，
国
が
示
す
基
準
を
参
酌
し

て
，
地
方
公
共
団
体
が
条
例
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
た

○
移
動
等
円
滑
化
基
準
に
つ
い
て
も
，
国
が
示
す
基
準
を
参
酌
し
て
，
地
方
公
共
団
体
が
定
め
る
こ

と
と
さ
れ
た

都
市
公
園
法
運
用
指
針
（
H
1
5
.
1
2
通
知
，
H
2
4
.
4
改
訂
）

　
都
市
公
園
は
良
好
な
都
市
環
境
の
形
成
，
ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
現
象
の
緩
和
（
中
略
）
等
の
諸
機
能

を
有
し
，
か
つ
永
続
性
の
高
い
施
設
緑
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
地
域
に
お
け
る
緑
地
の
状
況
を
踏
ま

え
つ
つ
，
こ
れ
ら
の
機
能
が
効
果
的
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
拠
点
等
と
し
て
配
置
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
．

建
設
省
都
市
局
長
通
知
（
S
5
1
.
1
0
.
2
1
建
設
都
公
緑
発
第
1
4
7
号
）

（
５
）
都
市
公
園
の
設
計
指
針

　
①
都
市
公
園
の
設
計
に
当
た
っ
て
は
，
気
象
，
地
形
，
植
生
等
の
自
然
的
条
件
及
び
誘
致
区
域

内
の
人
口
構
成
，
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
，
交
通
等
の
社
会
的
条
件
を
考
慮
の
上
，
都
市
公
園
の

有
す
る
環
境
保
全
機
能
，
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
及
び
防
災
機
能
が
最
も
効
果
的
に
発
揮
さ
れ
る

と
と
も
に
，
安
全
か
つ
快
適
な
環
境
及
び
美
的
な
景
観
が
創
造
さ
れ
る
よ
う
努
め
る
ほ
か
，
次
の
事

項
に
留
意
す
る
こ
と
．
（
以
下
，
略
）

都
市
公
園
技
術
標
準
（
案
）
（
S
5
3
.
1
通
達
）
抜
粋

　
敷
地
造
成
工
の
計
画

　
　
敷
地
造
成
工
の
計
画
は
（
中
略
）
次
の
事
項
を
総
合
的
に
検
討
し
て
策
定
す
る
．

　
　
　
（
１
）
既
存
植
生
及
び
表
土
の
保
全
，
利
用

　
　
　
（
２
）
環
境
・
地
形
・
地
質
に
適
し
た
切
盛
土

　
　
　
（
３
）
法
面
処
理
（
景
観
を
考
慮
し
た
法
面
処
理
，
ラ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
等
）

　
　
　
（
４
）
～
（
７
）
　
略

都
市
公
園
の
配
置
及
び
規
模
に
関
す
る
基
準

通
知

（
景
観
に
関
係
す
る
も
の
）

公
園
施
設
の
構
造
等
に
関
す
る
基
準

 
表
-
1
 
都
市
公
園
に
係
わ
る
技
術
基
準
等
の
策
定
経
緯

2
)
3
)
4
)
5
)
を
も
と
に
作
成
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